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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第３部門第３区分
【発行日】平成26年7月3日(2014.7.3)

【公開番号】特開2011-80059(P2011-80059A)
【公開日】平成23年4月21日(2011.4.21)
【年通号数】公開・登録公報2011-016
【出願番号】特願2010-220878(P2010-220878)
【国際特許分類】
   Ｃ０８Ｌ  69/00     (2006.01)
   Ｃ０８Ｋ   5/50     (2006.01)
   Ｃ０８Ｋ   5/521    (2006.01)
   Ｃ０８Ｋ   5/10     (2006.01)
   Ｃ０８Ｇ  64/04     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｃ０８Ｌ  69/00    　　　　
   Ｃ０８Ｋ   5/50    　　　　
   Ｃ０８Ｋ   5/521   　　　　
   Ｃ０８Ｋ   5/10    　　　　
   Ｃ０８Ｇ  64/04    　　　　

【誤訳訂正書】
【提出日】平成26年5月19日(2014.5.19)
【誤訳訂正１】
【訂正対象書類名】明細書
【訂正対象項目名】０１２５
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【０１２５】
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【表１】

【誤訳訂正２】
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【訂正対象書類名】特許請求の範囲
【訂正対象項目名】全文
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　溶融ポリカーボネート、式（Ｉ）：
【化１】

［ここで、
Ａｒ１およびＡｒ２は、
同じまたは異なった、任意に置換されたアリール部分であり、
Ｒ’は任意に置換されたアリール部分または以下の（Ｉａ）～（Ｉｈ）の部分の１つであ
り、
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【化２】

（ここで、
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Ｒは任意に置換されたＣ６～Ｃ１４－アリール部分であり、
ｎおよびｍは、
それぞれ互いに独立して、１～７の整数であり、部分（Ｉａ）～（Ｉｃ）のＨ原子は任意
に置換基で置換され、但し、式（Ｉ）でＡｒ部分が共にそれぞれ任意に置換された４－フ
ェニル－フェニルまたは任意に置換されたα－ナフチルであるなら、Ｒ’も任意に置換さ
れた４－フェニル－フェニルまたは任意に置換されたα－ナフチルであってもよい）］
の少なくとも１つのホスフィン、および少なくとも１つの脂肪族カルボン酸エステルを含
有する組成物であって：
　少なくとも１つのアルキルホスフェートをさらに含有し、
　前記少なくとも１つの式（Ｉ）のホスフィンが、前記組成物の全重量に基づいて１０～
２０００ｍｇ／ｋｇの量で使用され、
　前記少なくとも１つのアルキルホスフェートが、前記組成物の全重量に基づいて０．５
～５００ｍｇ／ｋｇの量で使用され、
　前記少なくとも１つの脂肪族カルボン酸エステルが、前記組成物の全重量に基づいて５
０～８０００ｍｇ／ｋｇの量で使用される
組成物。
【請求項２】
　前記溶融ポリカーボネートが、式（ＩＶ）の化合物を含有し、
【化３】

ここで、
大括弧は繰り返し構造ユニットを示し、
ＹはＨまたは式（Ｘ）の基であり、

【化４】

ここで、
Ｒ１６は同じまたは異なった、Ｈ、Ｃ１～Ｃ２０－アルキル、Ｃ６Ｈ５、またはＣ（ＣＨ

３）２Ｃ６Ｈ５であり、かつ
ｕは０、１、２、または３であり、
ＭはＡｒまたは多官能性基Ａ、Ｂ、またはＣ、または基Ｄであり、
ここで、
Ａｒは式（ＶＩＩＩ）または（ＩＸ）の基であり、
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【化５】

ここで、
ＺはＣ１～Ｃ８－アルキリデン、Ｃ５～Ｃ１２－シクロアルキリデン、Ｓ、ＳＯ２、また
は単結合であり、
Ｒ１３、Ｒ１４、およびＲ１５は、互いに独立して置換または非置換Ｃ１～Ｃ１８－アル
キル部分、好ましくは置換または非置換フェニル、メチル、プロピル、エチル、ブチル、
ＣｌまたはＢｒであり、
ｒ、ｓ、およびｔは互いに独立して０、１、または２であり、
多官能性基Ａは次の式の基であり、
【化６】

多官能性基Ｂは次の式の基であり、
【化７】

多官能性基Ｃは次の式の基であり、

【化８】

ここで、
Ｘは、Ｙまたは－［ＭＯＣＯＯ］ｎ－Ｙであり、ここでＭおよびＹは上で規定されたもの
であり、
基Ｄは次の式の基であり、
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【化９】

多官能性基Ａ，Ｂ、ＣおよびＤ全体は≧５ｍｇ／ｋｇである
請求項１の組成物。
【請求項３】
　前記少なくとも１つの式（Ｉ）のホスフィンが、式（Ｉ）の化合物、その酸化形態、ま
たはその混合物である請求項１の組成物。
【請求項４】
　前記少なくとも１つの式（Ｉ）のホスフィンが、トリフェニルホスフィン、その酸化形
態、またはその混合物である請求項１の組成物。
【請求項５】
　前記少なくとも１つの式（Ｉ）のホスフィンの８０％までがその酸化形態である請求項
１の組成物。
【請求項６】
　前記少なくとも１つのアルキルホスフェートが式（ＩＩ）であり：
【化１０】

ここで、
Ｒ１、Ｒ２、およびＲ３は、同じまたは異なった、Ｈまたは線形、分岐、または環状アル
キル基である請求項１の組成物。
【請求項７】
　前記少なくとも１つのアルキルホスフェートが、少なくとも１つのモノ－、ジ－または
トリイソオクチルホスフェート（トリス－２－エチルヘキシルホスフェート）を含有する
請求項６の組成物。
【請求項８】
　前記少なくとも１つの脂肪族カルボン酸エステルが式（ＩＩＩ）の化合物であって：

（Ｒ４－ＣＯ－Ｏ）ｏ－Ｒ５－（ＯＨ）ｐ

ここで、ｏ＝１～４およびｐ＝３～０　　　　　　　（ＩＩＩ）

ここで、
Ｒ４は、脂肪族飽和または不飽和、線形、環状または分岐アルキル部分であり、Ｒ５は、
一～四価の脂肪族アルコールＲ５－（ＯＨ）ｏ＋ｐのアルキレン部分である
請求項１の組成物。
【請求項９】
　前記少なくとも１つの脂肪族カルボン酸エステルが、ペンタエリスリトール、グリセロ
ール、トリメチロールプロパン、プロパンジオール、ステアリルアルコール、セチルアル
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コールまたはミリスチルアルコールと、ミリスチン酸、パルミチン酸、ステアリン酸また
はモンタン酸またはその混合物とのエステルを含有する請求項１の組成物。
【請求項１０】
　前記溶融ポリカーボネートを、ビスフェノールと炭酸ジエステルとの溶融エステル交換
反応を介して製造することを包含する請求項１の組成物を製造する方法。
【請求項１１】
　前記溶融ポリカーボネートを、ヒドロキシおよび／またはカーボネート末端基を含有す
るカーボネートオリゴマー、ビスフェノール、および炭酸ジエステルとの縮合を介して製
造することを包含する請求項１の組成物を製造する方法。
【請求項１２】
　前記少なくとも１つの式（Ｉ）のホスフィンおよび前記少なくとも１つのカルボン酸エ
ステルを、前記溶融ポリカーボネートの溶融ストリームへと、最終縮重合段階から下流の
補助押出し成形機を介して導入し、前記少なくとも１つの式（Ｉ）のホスフィン、前記少
なくとも１つのカルボン酸エステル、および前記溶融ポリカーボネートをスタティックミ
キサー内で任意に混合することを包含する請求項１の組成物を製造する方法。
【請求項１３】
　前記少なくとも１つのカルボン酸エステルを、メンブランポンプまたは他のいずれか好
適なポンプを用いて、補助押出し成形機から下流でスタティックミキサーから上流で、前
記溶融ポリカーボネートの溶融ストリームへと計量添加することを包含する請求項１の組
成物を製造する方法。
【請求項１４】
　請求項１の組成物から成る成形物。
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